農用地区域内からの除外（随時変更）について
· 農業振興地域整備計画とは
自然的経済的社会的条件を考慮し，地域農業者，農業委員会，農業協同組合及び土地改良区等関係諸団体との調整を経て，長期的観点（おおむね１０年を見通し）から農業を振興するための総合的基本計画として定められたものです。
· 整備計画の随時変更とは
整備計画の随時変更は，具体的転用計画や土地利用に関する計画が明確であり，必要緊急性が認められる場合，周辺農用地等への影響等を勘案して慎重に行うものです。また，下記の変更要件をすべて満たし，かつ農用地区域からの除外後における開発行為が，農地法及び都市計画法等他法令の許認可見込みがある場合に行うことができるものとし，その面積は必要最小限とします。
· 除外の変更要件（６要件）　農業振興地域の整備に関する法律第１３条第２項の第１号～第６号
1 必要性・規模・代替性
農用地等以外にすることが必要かつ適当で，農用地区域外に代替すべき土地がないこ
と。農用地以外の土地とすることが必要かつ適当か，他に代替する土地がないか。
② 地域計画の達成の支障
　 地域計画にて定められた，振興すべき農作物への生産の支障がないか，農業者の区域
内で農用地等以外に供するものでないか，利用集積・集団化等の目標へ支障がないか。

③ 集団化・農業上の利用の支障

農業上の効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないこと。周辺の営農環境
への支障が軽微か，農地の集団を損なわないか，土地利用の混在が生じないか。
④ 農用地の利用集積への支障
農業の担い手に対する利用集積に支障を及ぼすおそれがないこと。農地を集積して利
用する担い手の効率的な農業経営に支障をきたさないか。
⑤ 土地改良施設の有する機能の支障
土地改良施設の機能に支障を及ぼすおそれがないこと。農業用用排水施設の分断，排
水阻害等が生じないか。
⑥ 土地改良事業完了後８年経過
土地改良事業等完了後８年を経過しているものであること。
（白方畑総：H17.3.31で8年経過，中丸畑総：H27.3.31で8年経過）
＊除外にあたって関係法令（農地法・都市計画法等）に係る許認可を要する場合は，許認可見込みが必要
●農振除外スケジュール


























※受付期間の最終日が休日の場合は、その前日とする。





申出受付


1ヶ月間(4月・10月）





現地確認（農政）


5月初・11月初





意見聴取


農業委員会総会


10日頃（6月・12月）





東海村農業振興地域


整備促進協議会


20日頃（6月・12月）





不同意となった案件


（不許可通知）





許可見込みのない案件


（申出取下げ等）





終了





事前協議


（県書類提出）


下旬（6月・12月）





申出取下げをしない場合


（取下げの場合は終了）





※受付けは毎偶数月の月末





現地確認（県合同）


中旬（7月・1月）





県農振調整会議


下旬（7月・1月）





県回答





要調整（再協議）案件


（書類差替え等）





見込み通知発送及び


法第11条公告縦覧


中旬（9月・3月）





※以下、手続きは同様であるが、法第11条に基づく公告縦覧は、法第12条の公告が終了するまで重複して公告することができない。


そのため、要調整（再協議）となった案件は、他案件よりも手続きに遅れが生じる場合が多い。





法定協議


上旬（11月・5月）





県同意





法第12条公告及び


除外通知発送


中旬（11月・5月）





終了








